


滋賀県中小企業団体中央会では、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を実現し、すべての
人々が健康で安心して活き活きと働くことができるよう、また企業側にも様々なプラス効果がある取り
組みとして「働き方改革」を推進しています。
本冊子では「働き方改革」の推進手段のひとつであるICT（情報通信技術）を活用した場所や時間にと
らわれない柔軟な働き方「テレワーク」について、滋賀県下のテレワーク導入事例をわかりやすくご紹
介いたします。
「テレワーク」のはじめの第一歩を踏み出す中小企業の皆さまを応援したいという思いで作成しました。
本冊子を貴社の「働き方改革」にお役立ていただけますと幸いです。
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はじめに

中小企業の皆さま、「テレワーク」していますか？
滋賀県中央会はテレワークを推進する企業を応援しています!

インターネットなどのICT（情報通信技術）の利用によ
り、本来勤務する場所から離れ、時間や場所を有効活
用できる柔軟な働き方を「テレワーク」と言います。こう
した勤務スタイルは「育児や介護による離職防止」「遠
隔地の優秀人材の雇用」「災害時の事業継続」など多く
のメリットをもたらします。
「テレワーク」には『在宅勤務』『モバイルワーク』『サテラ
イトオフィス勤務』３つの形態があり、いずれも所属する
オフィスから離れて仕事をするため、労働時間の管理方
法など企業にあったルールづくりが重要です。

テレワークとは

組合をはじめとする中小企業団体を支援する専門機関です。
中小企業団体中央会は、都道府県ごとに１つの中央会と､それぞれの中央会をとりまとめる全国中
小企業団体中央会があり、滋賀県中小企業団体中央会（以下『中央会』）は、あらゆる業種・業界を
網羅する県域の経済団体として、中小企業等協同組合法及び中小企業団体の組織に関する法律に
より昭和30年に設立された公益性の高い特別法人です。

中央会の役割
中央会の主な目的は、中小企業の組織化を推進し、その強固な連携による共同事業を推進すること
によって、中小企業の振興発展を図っていくことにあります。中央会では、組合をはじめとする中小企
業団体を支援する専門機関として、国や県からの助成を受け、行政機関や地域の大学、報道機関な
どの中央会が有するソーシャル・キャピタル（社会関係資本）を活用して、組合の設立から事業運営、
組織管理の指導、任意グループなどの中小企業組織の形成支援に積極的に取り組んでいます。
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裏表紙

自宅が就業場所。通勤負担を軽減し、
災害時対策としても有効。

在宅勤務

外出先、移動中、カフェなど、オフィスに
縛られず、効率的に隙間時間を活用。

モバイルワーク

通勤先オフィス以外の遠隔勤務用施
設での就業。通勤時間の削減に有益。

サテライトオフィス勤務

会
　
社

いざ！  テレワーク!!
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テレワーク導入による主な効果 経営課題をテレワークで解決

業務の課題解決、新たな付加価値も創出しています。

従業員のワーク・ライフ・バランスの実現のほか、企業側、さらに社会にもメリットを生み出します。 テレワークを導入した企業では、事業運営面でのあらゆる効果が期待されます。

●経営の効率化を進行
●生産性を改善し向上
●優秀な人材確保と流出防止
●リスクマネジメント（災害対策）
●柔軟なグローバル対応の実現

Column

企業の
メリット

●ワーク・ライフ・バランスの向上
●通勤時間削減による時間の有効活用
●育児・介護中でも就業可能
●日常業務の効率が向上
●企業との関係性が向上

従業員の
メリット

●労働力人口減少の緩和策
●女性・高齢者・障がい者活躍機会
●雇用機会の多様化
●環境問題への対応
●ICTリテラシーのボトムアップ

社会の
メリット

良質なテレワーク制度の導入・実施で、労働者の人材確保や雇用管
理改善等の観点から効果を上げた中小企業が増えています。厚生労
働省の人材確保支援助成金（テレワークコース）等も導入の後押し
となっています。テレワークが基本の就労形態は、都市部からの優秀
な人材、家庭の事情などで休職しスキルや経験を活かせていない人
など、人材確保の可能性を広げます。

テレワークで人材確保の可能性を広げる

●キャリア継続に有効な在宅勤務という選択肢を提供できる
●働きたいというモチベーションの維持・向上を図ることができる
●休職などからの復帰後に個別事情に応じた多様な働き方ができる

1 人材の確保・育成

導入効果

テレワーク実施にあたり業務の洗い出しを行う中で、業務の切り分けや業務分担が明らかになります。そ
の際に仕事のやり方を改めて見直すことで、省略可能な業務の特定や業務の進め方などが改善されます。

従業員にとって働きやすい環境整備は、優秀な人材を確保し、その流出防止に役立ちます。その結果、従
業員はキャリアの継続が可能になり、企業は離職を抑止することができるため、人材確保・育成のコスト
低減に繋がります。

●従業員の自立性が高まり、従業員間の業務上の役割も明確に
●業務分担の見直しや工程の最適化が図れる
●ペーパーレス化やネットワーク上の情報共有により業務が効率化できる

2 業務プロセスの革新

導入効果

テレワーク導入による通勤費や出張費の削減、オフィスのフリーアドレス化（固定の席を決めずに、自由に
席を選ぶことができる制度）を採用した企業では、備品やオフィススペースを大幅削減しています。

●営業拠点の統合や廃止、スペースを縮小
●従業員の通勤費や出張費、冷暖房や照明等のオフィス環境費用を削減
●ペーパーレス化により、コピー機及び用紙の費用を削減

3 事業運営コストの削減

導入効果

自然災害や感染症の流行等が発生した場合でも、テレワークの活用によって事業の継続・早期再開が可
能になります。BCP（事業継続計画）の策定・実現に関しては、非常時に速やかに対応できるようテレワー
クに慣れておくことが重要といえるでしょう。

4 非常時の事業継続性の確保

コミュニケーションツール、情報共有ツールの有効利用で社内外の連携やマーケティング力が強化される
という効果があります。情報共有ツールの活用等により意思決定の迅速化や業務の「見える化」が実現で
きます。

5 企業内外の連携強化による事業競争力の向上
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●テレワークの導入状況

コロナ感染症予防対策が契機となり令和2年にはそれ以前と比
較して倍以上に上昇。令和3年にもその傾向が維持されています。

導入形態は「在宅勤務」が9割以上とテレワークのスタンダード
な形態となったことを示しています。

●テレワークの導入形態

■テレワーク導入プロセス（概要）

「非常に効果があった」「ある程度効果があった」を合わせると
74.3％となり、導入企業では効果を実感しているようです。

●テレワークの導入目的

導入目的は「新型コロナ禍への対策」が特出しており、殆どがそ
うであったと言えるほど高い割合を占めています。

●テレワークの効果

50億円以上の企業は最多で93.4％、1億円以上の企業は7割
以上と資金規模が大きいほど高い導入傾向です。

●テレワークを導入しない理由（複数回答）

「テレワークに適した仕事がないから」が80％を超え前回調査
同様高く、業種・業態により導入の壁があることが推察されます。

●資本金規模別導入状況

市場動向から見るテレワーク導入 テレワーク導入の流れ
感染症拡大の予防へ、出勤抑制の手段として、大企業からテレワークが定着しつつあります。 テレワーク導入に向けては「人事･労務」「ICT」「実施」の観点を意識した準備が必要となります。

One Point

企業内で早い段階からテレワーク導入の目的を共有し関心と協力得ること
が成功の鍵となります。

◆実施結果での課題・効果の把握
◆対象範囲・運用ルール・ICT環境見直し等の検討

【導入ワンポイント】 テレワーク推進体制の構築

出展「令和3年通信利用動向調査ポイント」令和４年５月２７日公表　総務省

●「人事・労務」：テレワーク実施者が適切な労働環境で働けるようルールを整備します。
●「ＩＣＴ」：勤務場所を離れても快適に働けるようＩＣＴのシステムやツールを選択し導入します。
●「実施」：体制や企業内理解を得る方法、導入後に安定普及させていくため評価・改善します。

◆導入イメージの把握
◆導入プロセスの把握
◆推進体制の構築

テレワーク導入の全体像把握

◆導入目的の明確化
◆基本方針の策定
◆社内の合意形成

推進方針を決定する

◆実施範囲の検討
◆労務管理制度（就業規則・労働時間・人事評価等）確認・見直し
◆社員教育・研修

運用ルールの制定

◆ＩＣＴ環境の確認
◆システムやツールの選択・導入ICT環境の制定

◆運用ルール面のセキュリティ対策
◆技術的なセキュリティ対策
◆物理的なセキュリティ対策

セキュリティ対策の構築

テレワーク導入

実施後の評価と改善

運用ルールの改訂テレワークの改善・拡充

準
備
ワ
ー
ク
フ
ロ
ー

実
施
後

テレワーク導入企業の割合は4.4ポイント増加し、５割を超えた。今後導入
予定がある企業を含めた割合は、６割近くに達している。

■テレワークを導入している　■今後導入予定がある　■導入していないし、具体的な導入予定もない

テレワークの導入目的は、「新型コロナウイルス感染症への対応」の割合
が９割以上と最も高い一方、「業務の効率性（生産性）の向上」の割合は低
下している。

9割以上の企業が在宅勤務を導入している。

（注）モバイルワークとは、営業活動などで外出中に作業する場合。
移動中の交通機関やカフェでメールや日報作成などの業務を行う形態も含む。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

51.9 5.5 42.6令和3年
（n=2,393）

47.5 10.7 41.9令和2年
（n=2,221）

20.2 9.4 70.4令和元年
（n=2,118）

57.4

58.2

29.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅勤務

モバイルワーク
（注）

サテライトオフィス
勤務

91.5

87.4

30.5

33.4

15.2

10.7
（複数回答）
テレワーク導入企業に
占める割合

■令和3年（n=1,329）
■令和2年（n=1,166）

（注1）「新型コロナウイルス感染症への対応（感染防止や事業継続）のため」は令和3年調査において新設した選択肢。
（注2）令和2年調査においては、「非常時（地震、台風、大雪、感染症の流行など）の事業継続に備えて」として調査。

■令和3年（n=900）　■令和2年（n=805）　テレワーク未導入で導入予定もない企業からの回答 ■令和3年　■令和2年

令和3年（n=1,316）　テレワーク導入企業からの回答

効果はよく分からない
19.6%

ある程度効果があった
56.7%

非常に効果があった
17.6%

非常に効果があった
又は

ある程度効果があった
74.3%

マイナスの効果があった
1.4%

あまり効果がなかった
4.7%

0% 20% 40% 60% 100%80%

新型コロナウイルス感染症への対応
（感染防止や事業継続）のため（注1）

テレワークに適した仕事がないから

勤務者の移動時間の短縮・混雑回避

非常時（地震、台風、大雪、新型コロナウイルス感染症
以外の感染症の流行など）の事業継続に備えて（注2）

勤務者のワークライフバランスの向上

業務の効率性(生産性)の向上

90.5

37.0
43.1

27.6
29.7

31.1
68.3

27.9
28.4

業務の進行が難しいから

文書の電子化が進んでいないから

顧客等外部対応に支障があるから

情報漏えいが心配だから

費用がかかりすぎるから

社内のコミュニケーションに支障があるから

給与計算が難しいから

社員の評価が難しいから

導入するメリットがよくわからないから

周囲の社員にしわ寄せがあるから

人事制度導入に手間がかかるから

労働組合や社員から要望がないから

その他

1.0

0% 20% 40% 60%
81.7

36.6

16.0

14.8

13.8

7.7

5.7

5.0

4.3

4.0

3.9

3.0

7.0

80.0

34.0

17.1

13.7

19.3

10.0

10.3

8.6

6.1

4.4

4.4

3.5

1.5

6.5

80% 0% 20% 40% 60% 80% 100%
20.0
19.1

31.5
31.1

37.8
36.5

54.6
49.1

76.7
69.7

88.8
79.4

91.6
87.1

93.4
83.7

（n=104）
（n=87）

（n=532）
（n=507）

（n=353）
（n=308）

（n=557）
（n=550）

（n=479）
（n=465）

（n=58）
（n=66）

（n=133）
（n=126）

（n=177）

1000万円未満

（n=112）

1000万円～
3000万円未満

3000万円～
5000万円未満

5000万円～
1億円未満

1億円～
5億円未満

5億円～
10億円未満

10億円～
50億円未満

50億円以上

（複数回答）
テレワーク導入企業に
占める割合

■令和3年（n=1,329）
■令和2年（n=1,166）
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ノートPCでメールチェックやインターネットでの調べも
の、製造管理書類作成、Zoomを使った打ち合わせなど
をしています。出張の宿泊先や自宅、移動中など、いつで
もどこでも作業ができるので、取引先への早いレスポンス
も可能になり、タイムリーに仕事を進めることができてい
ます。今回、滋賀県中小企業団体中央会の「中小企業テ
レワーク『はじめの一歩』支援事業」でITコーディネー
ターから、現状のモバイルワークについてさまざまなアド
バイスをいただきました。通信は個人のテザリングを利
用していますが、モバイルWi-Fiを推奨いただき試用した
ところ、快適に作業できることを実感しました。また、社内
のシステムにアクセスしてデータを共有できる方法など
も提案いただきました。

働き方を選択できる
自社ならではのテレワーク構想

今は営業部のモバイルワークの自由度をさらに充実させ
るための環境整備を検討しながら、別部門のテレワーク
導入に向けて業務の棚卸しを行なっています。「製造部
門のテレワークはできない」という先入観を取り払い、社
内でしかできないこと、社外でもできることを意識して業
務を見直すと新たなひらめきやアイデアが生まれてきま
す。パソコンを使ったテレワークでなくても、自社ならでは
の業務の切り分けを行うことで、例えば、包装材のシール
貼りなど、食品に直接触れない作業で、衛生面を担保す
れば、自宅でも作業できます。パート従業員は子育て世
代が多く、学校行事などでフルタイムでは入れない、子ど
もの急な病気で欠勤するなど出勤できない日やシフトに
入れない日でも、自宅での隙間時間や子どもの就寝後の
時間などを活用して、できる時間にできる量だけ、あるい
は希望があれば完全テレワークの日を設定するなど、フ
レキシブルな働き方を選択できるようになります。また出
産や育児、介護などで出社することができない状況の時
でも、できる範囲でテレワークしてもらうことで仕事を継
続できます。商品企画や開発、レシピの考案、広報物のデ

冷凍クレープ・ポップコーンの製造、販売・FC展開を行う
株式会社スナッツフーズでは、営業業務などモバイル
ワークを一部導入、多様性のある働き方改革をめざし、
テレワークも含めた仕事のしやすい環境づくりに取り組
んでおられます。代表取締役の原田裕次郎社長に今後の
ビジョンについてお聞きしました。

多様性ある働き方改革のひとつとして
モバイルワークを導入

製造業の要はものづくりです。弊社の主力商品であるク
レープの製造工程のうち半分は自動化、半分は人の手で
行っており、それを担うのがパートの従業員で大切な戦
力となっています。しかし、野洲市東端、湖南市との市境
という土地柄、通勤が不便なこともあり、人材確保は常
に重要な課題となっております。事業継続のためには従
業員の離職防止と人材確保への取り組みは必須であり、
多様性をテーマとする働き方改革を推進しています。テ
レワークもその手段のひとつとして、以前から私と営業部
の業務の一部にモバイルワークを導入しました。キッチ
ンカーによる移動販売やイベント出店での空き時間に

ザインなど、自宅でもできることはテレワークを導入し、
会社での勤務時間はものづくりに専念することで生産性
の向上にもつながると考えています。

製造現場でも、テレワークでも
働きやすい環境整備を

業務効率化のため、現状では自社で対応している発送業
務の外部委託を準備中です。外部の倉庫・宅配業者と連
携することで、営業担当者が受注内容をエクセルデータ
にまとめて送信すると、委託業者による発送業務が実施
されるシステムで、社内でもモバイルワークでも発送手
配が可能になります。このほか、コロナ禍を機に社屋入口
にスマートロックを設置し、ドアの解錠・施錠は遠隔操作
で行い納品物・出荷物の置き場所を作り、指定納入業者
や宅配の受取、出荷時などの立会いを無くすことにより、
作業の手を止めない仕組みを作りました。トラブルの
あった場合はカメラ録画で確認できます。スマートフォン
をキーにし、解施錠の履歴も残るのでセキュリティ面も
安心です。コロナの影響が落ち着き始め、売上もコロナ
前を超えるようになってきました。来期以降、弊社にとっ
ての成長期が訪れると予測しています。事業の拡大に伴
い、関東の営業拠点や第二工場の開設、営業担当者は雇
用ではなく、成功報酬型の契約制でのフリーランスの営
業マンのスポット採用を想定しています。そうなった場
合、直接会えない人とのコミュニケーション手段として、
必然的にテレワークのノウハウや経験は必要になってく

これから期待される成長期に向けて
テレワークの基盤を構築

■本社所在地 ： 野洲市南桜1831-2
■代表者名 ： 代表取締役 原田 裕次郎
■創業 ： 2009年　■従業員数 ： 14名 
■ホームページURL ： https://www.snats-foods.com/

株式会社スナッツフーズ

冷凍クレープ・ポップコーンの製造、販売・FC展開を行っています。業
務用の商品としては、テーマパーク・映画館・エンターテインメント関
連・外食向けにバルク商品や半製品。小売用の商品としては、こだわ
りスーパー、量販店、コンビニ向けなどに冷凍クレープ、ポップコーンの
製造をしております。全ての商品が安心・安全の自社、国内製造です。
キッチンカーによるイベント出店では関西No.1の実績があります。

テレワーク
活用企業
インタビュー
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必要に応じて段階的に
テレワークを整備する

のもおすすめ

時間を有効活用できる
ようになり、取引先にも

素早いレスポンスがで
きるのは営業担当とし

て非常

に大きなメリットです。
今後、社内システムへの

アクセスやクラウドなど
でデータ共有できるよ

うにな

れば、さらに利便性が
高まると期待していま

す。テレワーク体制を
整えるのは大変かもし

れません

が、まずは一部導入し
、必要に応じて段階的

に整備を進めていくの
でもよいのではないで

しょうか。

テレワーク「はじめの
一歩」ワンポイントア

ドバイス

株式会社スナッツフー
ズ

営業部長 瀧澤 哲也
 様

・外出先での空き時間活用にモバイルワークを導入
・業務を棚卸し、パソコンは使わないテレワークを構想
・今後の事業拡大に向けたテレワークのノウハウ獲得、環境の整備

在宅
勤務

モバイル
ワーク

導 入 ポ イ ン ト

87

るはずです。社内ルールの策定、環境整備、セキュリティ
対策、テレワーク時の就業規定などテレワークの基盤を
しっかりと構築しておきたいと考えています。製造現場に
おいても、テレワークでも、多様性のある働きやすい環境
づくりをこれからも続けていきます。

託児所、テレワークの活用、
女性が継続的に働ける会社をめざして

子育て世代の女性パート従業員が多数活躍して
いますが、保育園が見つからない、ご実家の協力
を得るのが難しいなどの理由で、働きたいけれど
も働くことを諦めているという方もおられるかも
しれません。そんな女性が安心して働けるように、
社内に託児所の開設を検討しています。テレワー
クも活用しながら、お子さんの成長やライフス
テージに合わせた働き方を選択し、継続的に勤
務できるような会社をめざしています。

代表取締役 原田 裕次郎 様

テレワーク業務の流れ

取引先キッチンカー・
外出先・
自宅など

ノートPC

デザリング
mobile Wi-Fi

メール・
zoomなど

（導入予定）
会社サーバーへのアクセス
クラウドシステムなど

会　社
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いました。製品の品質保持、均一化、また将来の技術の
継承を見据え、作業員全員で共有できる情報として残す
ため、10年ほど前から、某繊維会社研究室OBの方にご
協力いただき、機械の設定などテンションに関わる工程
を数値化し記録しています。優良なデータを抽出して紙
でファイリングしていますが、大量のファイルから、必要
なデータを探すのにかなりの時間がかかっています。紙
に記録しているデータをデジタル化すれば、ファイルから
探す手間と時間の大幅短縮ができ、またテレワークで
データを参照しながら翌日作業のシミュレーションをす
ることもできます。紙のデータをデジタル化するには時間
を要しますが、効率化、データ活用によるメリットを考え
るとデジタル化は必須です。ほかにも、機械の刃の交換
時期の管理にも活用を検討しています。1台の機械に対
し4～5種類のサイズの刃があります。機械は5台あるの
で、煩雑な管理業務をデジタル化したいと考えています。

テレワークで営業アプローチ、
ビジネスチャンスを創出

従業員が4名の弊社では専任の営業担当者はいません。
インターネットで検索して、気になる会社があれば、問い
合わせフォームやメールで「こんな仕事をしています」と
いうメッセージを送信してもらっています。使い道がなく
処分するしかない素材を倉庫で眠らせている会社もある
でしょう。そうした素材を細かく切って糸にすることで、全
く新しい商品が生まれ、新分野に進出できたという事例
もあります。従業員には日頃から「これを切って何かを作
り出せるのでは？」ということを意識して見つけて欲しい
と伝えています。弊社を知っていただき、「切ることで新し
い価値が創造できます」という営業を積極的に行ってい
きたいと思っています。テレワークの導入で、こうしたメー
ルによる営業アプローチを自宅や出先からもできますし、
製造現場のIT化が実現すれば作業時間の短縮分をテレ
ワークに充てることも可能です。メッセージの定型文を作
り、1日2件ずつでも毎日どこかの会社にメール発信でき

西陣織の金銀糸の加工技術を応用し、スリッター事業を
中心に和紙製品の製造などを手がける株式会社古川与
助商店では、作業の効率化、働き方改革の推進に向け
て、IT化、モバイルワークの導入を計画しておられます。
「製造業としてできる限りの挑戦をしたい」という代表取
締役の河村朱美社長に導入への構想をお聞きしました。

品質保持に重要な作業記録を
デジタル化して時短をめざす

ITやモバイルワークは、弊社には関係ないと思っていま
したが、製造業としてできる限りの挑戦をしたいという希
望もあり滋賀県中小企業団体中央会の「中小企業テレ
ワーク『はじめの一歩』支援事業」を受けました。専門家
の方々による具体的なアドバイスは「こういうこともでき
るんだ！」という発見のきっかけになりました。最初にデ
ジタル化するのは、製造現場での作業記録のデータ管理
です。スリッター加工では、巻き取りのテンション（糸を張
る強弱のバランス）が非常に重要です。材料の特性や天
気、湿度による微調整を昔の職人は指の感覚で調整して

れば、年間で相当数の営業になります。ビジネスチャンス
を確実に創出し、異業種の会社とつながる機会も広がる
と期待しています。

PC環境の整備が課題、
働き方の選択肢を

製造現場のIT化、テレワーク導入に向けては、事務所の
PCが古いこともあり、まずは買い替えと製造現場にも
PCの導入が課題です。今回の事業でノートPCを貸与い
ただき、まずは社長の私からシン・テレワークシステムを
活用したテレワークを体験しました。どこからでもメール
対応ができ、社外から会社のPCにアクセスして遠隔操作
ができるのはとても便利です。これまでは休日でも取引先
から連絡があると出社しなければなりませんでした。自宅
やカフェなどでゆっくりとメール返信ができ、気持ちに余
裕ができるので、イメージが膨らみ、多様なアイデアも湧
いてきます。従業員にもテレワーク構想を伝え、シン・テレ
ワークシステムを体験してもらいました。これならできそ
うだという意見が多く、期待が高まっています。今後、従
業員の家庭環境や介護などで勤務が難しいという状況
も想定され、そんな時にテレワークという働き方の選択
肢を導入することは離職防止に繋がるでしょう。テレ
ワークによる営業では、受注獲得に対してインセンティブ
を導入し、人事考課にも反映するなど、意欲向上につな
がる体制も考えています。導入に向けて、PC購入に活用

働き方改革、会社の事業力強化、
製造業としてできる限りの挑戦を

■本社所在地 ： 大津市桐生三丁目12番1号
■代表者名 ： 代表取締役　河村 朱美
■創業 ： 1935年　■従業員数 ： 4名 
■ホームページURL ： http://yosukeshiga.com/

昭和初期より西陣織に使われる金銀糸を製造。その製造工程で
のフィルムを細かくカットする技術を応用し、和紙や不織布など
を細いテープ状に切り、巻き取るスリッター加工のほか、和紙糸
や和紙生地を生産しています。和紙糸で作ったジャケットやブラ
ウス、ボディタオルなどの製品開発も手がけることで、伝統を守
りながら、可能な技術を追求し、新しい挑戦を続けています。

テレワーク
活用企業
インタビュー

02

「できるかも」という気
づきがはじめの一歩に

なります

製造業では、ITやテレ
ワークは無縁と思って

おられる方が多いと思
います。専門家の方と

お話しす

ることで「こんなことも
できるかも」「あの課題

を解決できるかも」と
いう気づきが生まれま

す。そこ

からそれぞれの会社で
の展開も考えられるで

しょう。今まで移動時
間と交通費を使ってい

た営業

活動もPCでチャンスメ
イクをすることも可能

です。製造業にもいろん
な活用アイデアがあり

ます。

まずはできることへの
気づきがはじめの一歩

になります。

テレワーク「はじめの
一歩」ワンポイントア

ドバイス

株式会社古川与助商
店

代表取締役　河村 朱
美 様

・スリッター加工の記録をデジタル化して時短、作業効率アップ
・テレワークによるメール送信で営業アプローチ
・PC環境の整備、就業規則、セキュリティ対策などの検討

モバイル
ワーク 導 入 ポ イ ン ト
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Wワークで視野を広げ
人として豊かな経験を

IT化、テレワーク導入で空いた時間を月に1度でも
よいのでダブルワークできる体制を作るというの
が、最終的な目標です。他の職場での体験で、視野
やいろんなアイデアも広がるでしょう。そうした経
験を紐づけして自分ならではの発想ができれば仕
事や人生のあらゆる場面で必ず役立つと思いま
す。今ある環境に感謝できるようにもなるでしょ
う。自分で無形の財産を形成し、人として豊かな経
験を積んでもらいたいと考えています。

できる補助金の申請、就業規則、セキュリティ対策などの
検討を進め、導入後は給与計算、伝票類、顧客管理、勤
怠管理などにもデジタル化を進め、働き方改革、そして会
社の事業力強化にも必ず貢献できると確信しています。

代表取締役　河村 朱美 様

IT化、テレワーク構想

会　社

PC

自宅・外出先

ノートPC

Wi-Fi
mobile Wi-Fi

シン・テレワーク
システム

テレワーク営業

取引先とのメール

作業記録

メンテナンス管理

経理、総務部門の
デジタル化

製造現場
シミュレーション
















